
財産売払入札心得書 

第１条 土地改良区財産一般競争入札参加希望者は、土地改良区財産売払公告、本心得書及

び土地売買契約書（案）並びに物件の現況等を熟覧のうえ入札してください。 

第２条 現物と公告数量等が符合しない場合でも、これを理由として契約の締結を拒むこ 

とはできません。 

第３条 入札における販売促進のため、予定価格を公表します。 

第４条 入札参加者は、事前に土地改良区財産一般競争入札参加申込書及び誓約書を提出

してください。なお、代理人により入札する場合は、土地改良区財産一般競争入札参加申

込書の提出と同時に必ず委任状を提出してください。ただし、１人で２人以上の代理を兼

ねることはできません。 

２ 次のいずれかに該当する方は、入札に参加できません。 

 ⑴ 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない方及び破産者で復権を得ない方 

 ⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項に該当し一般 

  競争入札への参加を停止された方 

 ⑶ 法人等（法人又は団体若しくは個人をいいます。以下同じ。）の役員等（法人にあっ

ては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法

人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその方及び支店

又は営業所を代表する方をいいます。以下同じ。）に、暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」といいます。）第２条第６

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」といいます。）又は暴力団員ではないが暴対

法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」といいます。）と関係を持ちながら、

その組織の威力を背景として暴力的不法行為を行う方（以下「暴力団関係者」といいま

す。）がいると認められる法人等 

 ⑷ 暴力団員又は暴力団関係者がその法人等の経営又は運営に実質的に関与していると  

認められる法人等 

３ 申込書を提出された方が暴力団に該当するか否かについて、「愛知県が行う事務及び事

業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２４年６月２９日付け愛知県知事等・愛知県

警察本部⾧締結）に基づき、愛知県豊橋警察署に照会することがありますのでご承知くだ

さい。 

第５条 入札参加者は、入札執行日の所定の時間までに、入札保証金として、入札金額の 

１００分の５以上（円未満切上げ）に相当する金額を指定された振込先口座に納付しなけ

ればなりません。 

２ 入札保証金は、落札者以外の入札者に対しては入札執行後に還付します。落札者に対 

しては契約締結後に還付できますが、本人の申し出により第１２条に規定する契約保証 

金に充当することができます。 



３ 入札保証金を納付した方は、入札保証金を納付した日からその還付を受ける日までの  

期間に対する利息の支払を請求することはできません。 

４ 落札者が落札決定の日から１０日以内（期間の末日が土休日に当たるときは、休日の翌

日が当該期間の末日になります。）に売買契約を締結しない場合には、その落札は無効と

なり、入札保証金は土地改良区に帰属することとなります。  

第６条 入札書には、入札年月日、入札者の住所及び氏名（法人にあっては名称及び代表  

者名）を記入の上、押印してください。 

２ 金額の記入は算用数字を用い、最初の数字の前に金又は￥の文字を記入してください。  

また、入札保証金額を入札金額の下段に記入してください。 

第７条 入札は、入札書を封筒に入れ、封をした後、入札者の住所及び氏名を封筒に表記  

し、土地改良区の担当者の指示に従い、会場に設置された入札箱に投入しなければなりま

せん。  

２ 提出した入札書は、その事由のいかんにかかわらず書換え、引換え又は撤回すること  

はできません。  

なお、記入にあたっては、万年筆又はボールペンをご使用ください。  

第８条 次のいずれかに該当する入札は、無効とします。  

⑴ 土地改良区財産一般競争入札参加申込書（入札参加者が代理人である場合は、本人の

委任状を添付すること。）及び誓約書を提出していない方のした入札 

⑵ 入札参加者の資格を有しない方（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）   

第１６７条の４及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３の規定に   

該当する方）がした入札  

⑶ この公告の日から入札日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴

力団排除に関する合意書」に基づき、排除措置を受けた方のした入札 

⑷ 所定の日時までに所定の入札保証金を納付しない方のした入札及び入札保証金が入   

札金額の１００分の５以上の額に達しない方のした入札  

⑸ 所定の日時までに所定の場所に到達しない入札  

⑹ 入札に際して連合等による不正行為があった入札 

⑺ 同一事項の入札に対し、２以上の意思表示をした入札 

⑻ 他人の代理を兼ねた方又は２以上の代理をした方の入札 

⑼ 入札者の入札金額、氏名(法人にあっては名称及び代表者名）の確認しがたいもの、   

押印のないもの、鉛筆書きのもの、その他主要な事項が確認できない入札 

(10) 入札書の金額の表示を訂正した入札 

(11) その他契約担当者があらかじめ指示した事項に違反した入札 

第９条 開札は、入札者の面前で行います。ただし、入札者又はその代理人が開札場所に  

同席しない場合には、入札に関係ない土地改良区の職員を立ち会わせて開札します。こ

の場合、異議の申し立てはできません。 



第１０条 落札者は、土地改良区の予定価格以上の最高の価格をもって入札した方に決

定します。ただし、落札者となる同価格の入札者が２人以上あるときは、直ちにくじに

よって落札者を決定します。この場合において、くじを引かない方があるときは、代わ

って入札に関係ない土地改良区の職員にくじを引かせます。 

第１１条 落札者は、契約締結の際、契約保証金として契約金額の１００分の５以上  

(円未満切上げ)に相当する金額を、指定された振込先口座に納付しなければなりません。 

２ 前項の契約保証金は、売買代金に充当します。 

第１２条 契約締結後、入札において談合等の不正な事実が判明した場合は、落札者に対  

し土地売買契約書(案)特約条項に基づき損害賠償を請求します。 

２ 契約締結後契約者が、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」

に基づいた排除措置を受けた場合においては、土地改良区は契約を解除するとともに、

これにより生じた土地改良区の損害賠償を請求します。 

第１３条 入札結果については、その内容(物件の所在地、数量、落札者(個人の方の氏名  

は公表しません。)、落札額及び入札参加者数)を公表することがあります。 

第１４条 入札者は、入札後、土地改良区財産売払公告、本心得書及び土地売買契約書

(案)並びに物件の現況等についての不知又は不明を理由として異議を申し立てること

はできません。  

第１５条 本心得書に定めのない事項は、すべて地方自治法、地方自治法施行令の定める

ところによって処理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地 方 自 治 法 施 行 令 （ 抄 ） 

 （一般競争入札の参加者の資格） 

第１６７条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札 

に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

 （１）当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

 （２）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 （３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

  第３２条第１項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該 

当すると認められるときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参 

加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として

使用する者についても、また同様とする。 

 （１）契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の  

品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

 （２）競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の  

成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

 （３）落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

 （４）地方自治法第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員  

の職務の執行を妨げたとき。 

 （５）正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

 （６）契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故  

意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。 

 （７）この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされ  

ている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として  

使用したとき。 

 

地 方 自 治 法 （ 抄 ） 

 （職員の行為の制限） 

第２３８条の３ 公有財産に関する事務に従事する職員は、その取扱いに係る公有財産を 

譲り受け、又は自己の所有物と交換することができない。 

２ 前項の規定に違反する行為は、これを無効とする。 


